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北九州市告示第３７２号

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第５４条第２項の規定により育成医療及び更生医療に係る指

定自立支援医療機関の指定をしたので、同法第６９条第１号の規定により次の

とおり告示する。

  令和３年１１月１日

北九州市長 北 橋 健 治  

薬局（育成医療及び更生医療）

指定自立支援医療

機関の名称 

指定自立支援医療機関の所在地 指定年月日 

よしたけ薬局宇佐

町店 

北九州市小倉北区宇佐町一丁目７

番３５号 

令和３年１１

月１日 
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北九州市告示第３７３号

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定により、北

九州市の区域内に次の土地が新たに生じたことを令和３年１０月１日に確認し

た旨の届出があったので、同条第２項の規定により告示する。

  令和３年１１月１日

北九州市長 北 橋 健 治

新たに生じた土地の表示 地積（平方メートル）

北九州市門司区新門司北三丁目１の２９、

１の３０地先公有水面埋立地
３万４，０００．０４
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北九州市告示第３７４号

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、北

九州市の町の区域を次のように変更する。

 上記処分は、告示の日から効力を生ずるものとする。

  令和３年１１月１日

北九州市長 北 橋 健 治

次の区域を門司区新門司北三丁目の町区域に編入する。

新たに生じた土地

北九州市門司区新門司北三丁目１の２９、１の３０地先公有水面埋立地

３万４，０００．０４平方メートル
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北九州市公告第７５９号 

 次のとおり応募者に資格要件を付与した簡易公募型プロポーザル方式に係る

手続を開始する。 

  令和３年１１月１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 業務概要 

（１） 業務名 旦過地区立体換地建築物新築工事実施設計業務委託 

（２） 業務内容 旦過地区土地区画整理事業において、北九州市が施行者

として整備する立体換地建築物について、令和２年度基本設計の成果をも

とに、今年度別途委託予定の「技術協力業務（ＥＣＩ方式）」との連携を

図りながら、実施設計を行うもの 

（３） 契約期間 契約締結の日から令和４年１１月３０日まで 

２ 参加資格 

参加表明書の提出期間の末日時点において、次の各号のいずれにも該当す

る共同企業体（代表者１社及び構成員１社又は２社で構成されるものに限る

。以下同じ。）であること。ただし、同日までに、共同企業体を構成できな

い場合は、技術提案書の提出期間の末日までに共同企業体を構成することが

できるものであること。 

（１） 共同企業体の代表者及び構成員が、北九州市測量業務、建設コンサ

ルタント業務等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年

北九州市規則第６０号）第７条第１項の有資格業者名簿（以下「有資格業

者名簿」という。）に記載されていること。ただし、参加表明書の提出期

間の末日時点でこの要件を満たさない場合は、資格審査申請の受付を行い

、契約時までに登録を終えること。 

（２） 共同企業体の代表者及び構成員が、北九州市（上下水道局、交通局

及び公営競技局を含む。）から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（３） 共同企業体の代表者が、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第

２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を受けていること。 

（４） 共同企業体の代表者が、平成１８年度から令和２年度までの間に日

本国内で、大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第２条第２

項に規定する大規模小売店舗の新築、増築又は改築に係る工事の設計業務

（基本設計又は実施設計の業務をいう。）を受託した実績（共同企業体の

構成員として行ったものを除く。）があること。 

（５） 共同企業体のうち１社以上が市内企業（法人登記簿上の本社若しく

は本店又は主たる事業所が市内にあるもの。）又は準市内企業（市内にあ
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る支店、営業所等の長等に本市との契約に関する権限を委任しているもの

。）であること。 

（６） 共同企業体の代表者の出資比率は、構成員中最大とすること。また

、その他の各構成員の出資比率は、１００分の１０以上１００分の５０未

満とすること。 

（７） 共同企業体の代表者及び構成員が、この手続及び今年度別途実施予

定の「技術協力業務（ＥＣＩ方式）」に参加する他の共同企業体の代表者

及び構成員でないこと。 

（８） 共同企業体の代表者と構成員の間に、次のいずれかに該当する関係

がないこと。 

ア 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号に規定する親会社（

以下「親会社」という。）と同条第３号に規定する子会社（以下「子会

社」という。）の関係 

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係 

ウ 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている関係 

エ 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている関係 

３ 最優秀者及び優秀者を選定するための評価基準 

（１） 業務の実施体制 

（２） 配置予定技術者の経験 

（３） 技術提案書の内容 

（４） ヒアリングでの対応 

４ 契約の交渉等 

前項の評価基準により決定した受託候補者と、第１項の業務の委託契約締

結の交渉を行う。 

５ 応募手続 

（１） 担当部局 

北九州市建設局河川部神嶽川旦過地区整備室 

北九州市小倉北区古船場町１番３５号（北九州市立商工貿易会館５階） 

電話  ０９３－５１１－７１２３ 

（２） 説明書の交付方法及び交付期間 

ア  交付方法  北九州市のホームページからダウンロードするものとする  

。 

イ 交付期間 この公告の日から令和３年１１月１９日まで 

（３） 参加表明書の提出場所、提出期間及び提出方法 

ア  提出場所 第１号に同じ。 
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イ  提出期間  この公告の日から令和３年１１月１９日まで（日曜日、土

曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定

する休日を除く。以下「日曜日等」という。）の毎日午前９時から午後

５時まで 

ウ 提出方法 持参又は郵送（配達証明付き書留郵便に限る。提出期間内 

に必着のこと。） 

（４） 技術提案書の提出場所、提出期間及び提出方法 

ア  提出場所  第１号に同じ。 

イ  提出期間  令和３年１１月２２日から同年１２月１０日まで（日曜日

等を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで 

ウ 提出方法 持参又は郵送（配達証明付き書留郵便に限る。提出期間内

に必着のこと。） 

６ その他 

（１） 手続において使用する言語及び通貨 

ア 言語  日本語 

イ 通貨  日本国通貨 

（２） 契約書作成の要否 要 

（３） 関連情報を入手するための照会窓口  前項第１号に同じ。 

（４） 詳細は、説明書による。 
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北九州市公告第７６０号 

 一般競争入札により、委託契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２ 

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年 

北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定によ 

り次のとおり、公告する。 

  令和３年１１月１日        

 北九州市長  北  橋  健  治 

１  委託内容 

 （１）  業務名  水銀を含む廃棄物の収集及び処理業務 

 （２）  業務の内容等  仕様書で定めるとおり 

 （３）  履行期間  令和３年１２月１３日から令和４年３月２５日まで 

 （４） 入札方法 

  ア 総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に 

当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の 

端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 ) をもって 

落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業 

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の 

１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

イ 郵送による入札を認める。 

ウ  開札の結果、予定価格の制限範囲内での入札がない場合は、直ちに再 

度入札を行う。 

エ  入札執行回数は、２回を限度とする。 

オ  代理人が入札する場合は、本人の委任状を提出するとともに、入札書 

には代理人の記名押印が必要である。 

２  競争入札参加資格 

  次の各号のいずれにも該当する者であること。 

（１） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること

。 

 （２）  北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関す 

る規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿 

に記載されていること。 

（３）  北九州市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号）第３２条第１項各号に掲げる者でないこと。 

３  入札の手続等 
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 （１）  契約条項を示す場所及び期間 

  ア  場所  北九州市小倉北区大手町１番１号 

北九州市教育委員会事務局学校支援部学事課 

  イ  期間  この公告の日から令和３年１１月２２日まで（日曜日、土曜日 

及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する 

休日（以下「日曜日等」という。）を除く。）毎日午前９時から正午ま 

で及び午後１時から午後５時まで 

（２）  入札関係資料の交付方法  この公告の日から電子メールにより無償 

で交付する。交付を希望する場合は、前号イの期間に北九州市教育委員会 

事務局学校支援部学事課に連絡すること。 

（３）  入札説明会  入札説明会は、行わないものとする。 

（４）  入札に参加するための要件等 

ア  この一般競争入札に参加を希望する者は、所定の期日までに入札参加 

申込みを行い、入札参加者としての資格を有するか否かについて審査を 

受けなければならない。 

イ  入札参加申込みは、所定の様式を持参し、又は郵送することにより行 

わなければならない。 

（５）  入札参加申込書を提出する場所及び期間 

ア  場所  第１号アの場所と同じ 

イ  期間 

（ア）  持参の場合 

この公告の日から令和３年１１月２２日まで（日曜日等を除く。） 

    の毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

（イ）  郵送の場合 

書留郵便で令和３年１１月２２日午後５時までに必着のこと。 

（６）  競争入札参加資格確認結果の通知  令和３年１１月２６日までに通 

 知する。 

（７）  仕様書に関する質問 

   仕様書に関する質問がある場合は、次のとおり書面により提出すること 

。 

なお、書面は、ファックス又は電子メールによるものも受け付ける。 

  ア  場所  第１号アの場所 

  イ  期限  令和３年１１月２６日午後５時までに必着のこと。 

  ウ  質問書に対する回答は、令和３年１２月１日までにファックス又は電 

子メールで行う。 
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 （８） 郵送による場合の入札書の受領期限  第１号アの場所に書留郵便で 

令和３年１２月９日午後５時までに必着のこと。 

なお、郵送以外による入札書の事前提出は認めない。 

（９）  入札及び開札の場所及び日時 

  ア  場所  北九州市小倉北区大手町１番１号 

小倉北区役所庁舎西棟地下２階第二入札室 

イ  日時  令和３年１２月１０日午後１時３０分 

ウ  提出書類  入札書 

４  その他 

 （１）  契約手続において使用する言語及び通貨 

  ア  言語  日本語 

  イ  通貨  日本国通貨 

 （２）  入札保証金及び契約保証金 

ア  入札保証金  入札価格の１００分の５以上。ただし、契約規則第５条 

第７項各号のいずれかに該当する場合は、免除する。 

  イ  契約保証金  契約金額の１００分の５以上。ただし、契約規則第２５ 

条第７項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除する。 

 （３）  入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

  ア  この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札 

イ  申請書等に虚偽の記載をした者がした入札 

  ウ  契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

 （４） 落札者の決定方法  契約規則第１３条第１項の規定により定められ 

た予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札者 

とする。 

 （５）  契約書作成の要否  要 

 （６）  この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在 

地等 

北九州市教育委員会事務局学校支援部学事課 

〒８０３－８５１０  北九州市小倉北区大手町１番１号 

電話  ０９３－５８２－２３７８ 

ＦＡＸ  ０９３－５８１－５８６０
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北九州市公告７６１号 

 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２条

第２項に規定する特定空家等であると認められる次の建築物について、その所

有者又は管理者（以下「所有者等」という。）を確知できないため、同法第１

４条第１０項の規定により、次のとおり公告する。 

  令和３年１１月１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 建築物の所在地 

  北九州市八幡東区諏訪二丁目８番２２号 

２ 建築物の家屋番号等 

（１） 家屋番号 ５３番１４ 

（２） 種類 居宅 

（３） 構造 木造セメント瓦葺２階建 

（４） 床面積 ６１．０３平方メートル 

３ 所有者等が行うべき措置の内容 

  当該建築物の除却 

４ 措置の期限 

  令和３年１１月１５日 

期限までに措置が履行されない場合、市長又はその命じた者若しくは委任

した者（以下「市長等」という。）が、当該措置を行う。 

５ 動産の取扱い 

市長等が当該建築物の除却を行うときは、建築物の内部又はその敷地に残

置されている動産等を撤去及び処分する。 

動産等について権利を主張しようとする者は、措置の期限までに運び出し

、又はその物を指定して保管し、若しくは引き渡すよう、次項の問合わせ先

に通知すること。 

６ 問合わせ先 

  北九州市建築都市局指導部監察指導課 

  電 話：０９３－５８２－２９１８ 

  ＦＡＸ：０９３－５６１－７５２５ 
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北九州市上下水道局告示第２７号

 北九州市下水道条例（昭和３９年北九州市条例第３９号）第８条に規定する

排水設備指定工事店を次のとおり指定した。

  令和３年１１月１日

北九州市上下水道局長 兼 尾 明 利 

指定番号 工事店名

代表者

所在地 指定の有効期間

６１６５ 林田工業 

林田 裕 

北九州市八幡西区東

鳴水二丁目４番３５

号 

令和３年１１月１日

から令和８年５月３

１日まで 
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北九州市上下水道局告示第２８号 

 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１６条の２第１項の規定による給水

装置工事事業者の指定を行ったので、同法第２５条の３第２項の規定により次

のとおり告示する。 

  令和３年１１月１日 

北九州市上下水道局長 兼 尾 明 利   

指定番号 工事店の 

名 称 

代表者 所在地 指定年月日

Ｆ－２１３ 嶋本工業株式会

社 

嶋本祐介 福岡県田川市弓

削田３４７０番

地５ 

令和３年１

１月１日 

Ｆ－２１４ 株式会社クラシ

アン 

今田健治 横浜市港北区新

横浜一丁目２番

地１ 

令和３年１

１月１日 

Ｆ－２１５ ハナムラ住設 花村和義 福岡県遠賀郡遠

賀町田園三丁目

３０番２号 

令和３年１

１月１日 

Ｆ－２１６ 北設備工業株式

会社 

永田純一 福岡市東区多の

津四丁目１８番

１６号 

令和３年１

１月１日 
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北九州市上下水道局告示第２９号 

 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の７の規定により指定給水装

置工事事業者から給水装置工事の事業の廃止の届出があったので、北九州市上

下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１０年北九州市水道局管理規程第

７号）第４条の規定により次のとおり告示する。 

  令和３年１１月１日 

北九州市上下水道局長 兼 尾 明 利   

指定番号 工事店の 

名 称 

代表者 所在地 廃止年月日 

Ｆ－１２６ 株式会社千代

田工業所 

夏井敏樹 福岡市南区塩原

四丁目２８番２

５号 

令和３年９

月３０日 
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